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第５回 役 員 会 議 事 要 旨

日 時 場 所 欠 席 者 陪 席 者

常勤監事
平成21年6月9日（火）13時30分～ 学長室

非常勤監事

１．議 題
（１）経営協議会の審議事項等について

総務・財務担当理事から、議題資料１に基づき、６月１１日開催予定の経営協議会に諮る審議
事項等について説明があり、審議の結果、承認した。

（２）教育研究評議会の審議事項等について
総務・財務担当理事から、議題資料２に基づき、６月１９日開催予定の教育研究評議会に諮る

審議事項等について説明があり、審議の結果、承認した。

（３）法科大学院に係る諸施策について
教育担当理事から、６月２日に文部科学省において行われた法科大学院の入学定員に関するヒ

アリングの内容について説明があり、文部科学省からの指摘事項等を踏まえ検討した結果、入学
定員を削減することとした。

引き続き、同理事から、議題資料３に基づき、法科大学院を取り巻く厳しい状況へ対応するた
めの諸施策案について説明があり、審議の結果、以下のことを了承した。

①連合法務研究科生を対象とする特別授業料免除枠の創設
②連合法務研究科の東京における学外入試の実施

なお、以上のことについて、今後、経営協議会等で意見を聴くこととした。

（４）香川大学学則の一部改正について
教育担当理事から、議題資料４に基づき、工学部の編入学試験における出願資格及び要件の変

更に伴う学則の一部改正について説明があり、審議の結果、原案を了承した。

（５）科学研究費補助金の獲得増進施策について
学術担当理事から、議題資料５に基づき、５月２８日開催の役員会での意見を踏まえ検討し、

報奨金支給制度について修正案を作成した旨説明があり、審議の結果、原案を了承した。

（６）平成２０事業年度に係る業務の実績に関する報告書について
連携・評価担当理事から、議題資料６－１～６－２及び参考資料に基づき、国立大学法人法第

３５条の規定により毎年６月末までに国立大学法人評価委員会に提出し、評価を受けることとさ
れている標記報告書について、５月２２日開催の大学評価委員会において同報告書（素案）が了
承された旨説明があり、審議の結果、原案を了承し、６月１１日開催予定の経営協議会へ諮るこ
ととした。

なお、同理事から、各理事に対して、各項目の記載内容について意見がある場合は、６月１７
日までに意見を出して欲しい旨発言があった。

（７）平成２１年度大学機関別認証評価の受審に伴う自己評価書について
連携・評価担当理事から、議題資料７に基づき、学校教育法第１０９条の規定により、各大学

は７年以内ごとに教育研究等の総合的な状況に関し認証評価機関の実施する評価を受けることと
されており、平成２１年度に大学評価・学位授与機構の認証評価を受けるため作成した自己評価
書について、５月２２日開催の大学評価委員会において同評価書（案）が了承された旨説明があ
った。

審議の結果、原案を了承し、６月１１日開催予定の経営協議会へ諮ることとした。
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なお、同理事から、各理事に対して、各基準項目の記載内容について意見がある場合は、６月
１７日までに意見を出して欲しい旨発言があった。

（８）次期中期目標・中期計画(素案)について
連携・評価担当理事から、議題資料８及び参考資料に基づき、２月２６日開催の役員会におい

て了承した次期中期目標・中期計画（原案）を各部局等に示し、各部局等から出された意見を参
考に、更に検討を行い標記素案を作成した旨説明があり、審議の結果、原案を了承し、６月１１
日開催予定の経営協議会へ諮ることとした。

なお、同理事から、各理事に対して、各目標等の記載内容について意見がある場合は､６月１７
日までに意見を出して欲しい旨発言があった。

（９）平成２１年度地域貢献推進経費の公募について
連携・評価担当理事から、議題資料９及び参考資料に基づき、本学の地域貢献を推進するため、

平成２１年度地域貢献推進経費公募要領を作成した旨説明があり、審議の結果、原案を承認した。

（10）平成２０年度年次決算（財務諸表等）について
総務・財務担当理事から、議題資料１０－１～１０－３及び参考資料に基づき、国立大学法人

法第３５条の規定により毎年度６月末までに文部科学大臣に提出し承認を受けることとされてい
る年次決算について、平成２０事業年度の財務諸表（案）、事業報告書（案）及び決算報告書（案）
を作成したこと、及び昨年度からの相違点等について説明があった。

審議の結果、原案を了承し、６月１１日開催予定の経営協議会へ諮ることとした。
なお、今後、経営協議会審議及び監査法人監査により、修正等が必要となった場合、修正後の

財務諸表等を役員に配付の上、承認を受けることを確認した。

（11）平成２２年度概算要求について
総務・財務担当理事から、議題資料１１－１～１１－３に基づき、４月２３日開催の役員会に

おいて策定した概算要求の基本的考え方、及び５月２８日開催の役員会において選定した特別経
費（プロジェクト分）に係る概算要求項目を基に平成２２年度概算要求事項(案)を作成し、併せ
て設備整備のマスタープラン(案)を作成したことの説明があった。

審議の結果、原案を了承し、６月１１日開催予定の経営協議会へ諮ることとした。
なお、役員から、学内において概算要求ヒアリングを実施する前段階から、必要に応じ担当理

事以外の理事も概算要求事項案作成に参画してはどうかとの意見があった。

２．報告事項
（１）法科大学院平成２１年新司法試験の受験状況について

教育担当理事から、報告資料１に基づき、本年５月に実施された標記試験の受験状況、及び法
務省が６月４日に公表した短答式試験結果について報告があった。

（２）自己点検･評価報告書等に記載されている｢改善を要する点｣への対応について
連携・評価担当理事から、報告資料２に基づき、平成１９年度に実施・作成した自己点検・評

価報告書において指摘した「改善を要する点」に関し、平成２０年１１月２７日開催の役員会で
の報告以降の対応状況について報告があった。

（３）平成２０年度地域貢献推進経費の収支について
連携・評価担当理事から、報告資料３に基づき、平成２０年度地域貢献推進経費により実施さ

れた事業の収支について報告があり、併せて同経費による研究報告書を配付した。

閉会１６時５４分


